
国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律について

平成２０年１２月
総務省人事・恩給局

○ 昨年の給与取扱方針閣議決定において、不祥事を起こした国
家公務員に対する退職手当の取扱いについて検討する旨が盛り
込まれたことを踏まえ、昨年１１月以来、総務大臣主催の「国
家公務員退職手当の支給の在り方等に関する検討会」を開催し、
平成２０年６月に報告書を取りまとめ。

○ 上記検討会報告書を受け、退職手当の返納事由の拡大等を行
うもの。
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民間企業の例や裁判事例も踏まえ、懲戒免職の事由に応じた一部不支給の仕組みを整備
（一部返納も併せて整備）



国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律の概要 

 

１．趣旨 

退職手当制度の一層の適正化を図り、もって公務に対する国民の信頼確保に資するた

め、退職手当支払後に、在職期間中に懲戒免職処分を受けるべき行為があったと認めら

れた場合、退職をした者に退職手当の返納を命ずることができることとする等、退職手

当について新たな支給制限および返納の制度を設ける。 

 

２．概要 

  以下のとおり、支給制限・返納制度を拡充することとしている。 

 ① 退職手当支払後に、在職期間中に懲戒免職処分を受けるべき行為があったと認めら

れた場合、退職をした者に退職手当の返納を命ずることができることとする。 

※ 退職後、退職手当支払前に在職期間中の懲戒免職処分を受けるべき行為があった

と認められた場合には、退職手当の支給を制限することができることとする。 

 ② 在職期間中に懲戒免職処分を受けるべき行為があったと認められた場合で、すでに

当該職員が死亡しているときには、支払前であれば遺族等に対する退職手当の支給を

制限し、支払後であれば遺族等に返納を命ずることができることとする。 

 ③ 退職手当の支給制限に際しては、非違の性質などを考慮して退職手当の一部を支給

することが可能な制度を創設する。返納についても、一部を返納させることが可能な

制度を創設する。 

 ④ 処分を受ける者の権利保護を図る観点から、懲戒免職処分を受けるべき行為があっ

たことを認めたことによる支給制限、すべての返納命令を行う際には、退職手当・恩

給審査会等に諮問することとする。 

 ⑤ その他、上記の支給制限・返納制度の拡充に伴い、これらの処分があった場合には、

共済年金の一部を支給制限できるようにするための国家公務員共済組合法、地方公務

員等共済組合法の改正等を行う。 

 


